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特集：高齢者介護における家族介護の実態

在宅介護における家族介護者の負担感規定要因

涌井 智子＊

抄 録

2020年12月末時点で，わが国の要支援・要介護認定者数は680.4万人となり今後も増加することが予測

されている。要介護者の68％に家族等介護者が存在するという国民生活基礎調査のデータを基に単純

推計すると，463万人が主な介護者として介護を担っていることになり，家族介護は大きな社会課題で

ある。家族介護者の存在は，要介護者の施設入所が遅くなることや在宅での生活継続が可能となる重要

な要素であり，医療や介護を含む高齢者の生活全般において，介護保険導入後も依然として重要な役割

を担っている。しかしながら，介護を担うことによって家族介護者の社会関係は縮小し，Quality of Life

が低下し，抑うつにつながることになれば，地域社会における継続的な介護の提供が難しいだけでな

く，介護者自身の身体的・精神的健康の阻害，仕事や子育て，結婚生活を始めとした社会生活全般に支

障が出る。

2025年には団塊ジュニア世代が50代となり，社会において仕事や子育てに忙しい時期となる。仕事に

おいては重要な役職についていることも多く，この世代が親の介護を担うことは，これまで以上に社会

におけるインパクトが大きくなることが懸念される。2025年問題を目前に，従来の三世代世帯での女性

による介護は大きく変わってきており，息子介護者の増加，未婚の子による介護の増加，別居介護が増

加するなど，家族介護形態が多様に変わりつつある中で，本稿において，介護を担う家族の介護負担感

を改めて整理することで，これからの在宅介護を支える家族の介護負担感に関する研究および支援につ

いての示唆を得ることとした。
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Ⅰ はじめに

2020年12月末時点で，要支援・要介護認定者数

は，680.4万人［1］となり今後も増加することが

予測されている。要介護者の68％に同居または別

居の家族等介護者が存在する［2］という国民生活

基礎調査のデータを基に単純推計すると，463万

人が主な介護者（以下，主介護者）として介護を

担っていることになる。主介護者でなくとも何ら

かの形で介護を支える副介護者等家族を含めれ

ば，これより多くの人々がわが国の介護に携わっ
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ていることになり，家族介護は大きな社会課題の

一つである。

我が国において家族は，要介護高齢者の生活を

支える極めて重要な役割を担ってきた。2000年に

介護保険を導入して以降も，要介護高齢者の介護

における家族役割の重要性は大きく変わっていな

い［3］。要介護者の日常生活動作を支えることか

ら始まり，介護保険サービスの利用プラン策定

や，医療や介護サービスの選択において家族の意

見が求められることは多々ある。また要介護者が

認知症などで意思表明ができない場合には要介護

者本人の代諾者となりうる。家族介護者の存在

は，要介護者の施設入所が遅くなることや在宅で

の生活継続が可能となる重要な要因であることが

報告［4，5］されており，医療や介護を含む高齢

者の生活全般において，家族は依然として重要な

役割を担っているのである。

介護を担うことによって，家族介護者の社会関

係が縮小し［6］，介護者のQuality of Life（以下，

QOL）が低下し［7，8］，抑うつ［9］につながる

ことになれば，要介護高齢者の施設入所につなが

る［10］など継続的な介護の提供が難しいだけで

なく，介護者自身の生活，つまり仕事や子育て等，

社会生活全般に支障が出る。

近年，団塊の世代が75歳以上に到達することに

よって，介護を必要とする者が急速に増加し，介

護保険における財政的・人資源的な限界が大きく

取りざたされている。この問題は2025年問題と呼

ばれ，高齢者をいかに支えていくかということが

喫緊の課題とされている。しかしこの問題は同時

に，団塊世代の子どもである団塊ジュニア世代が

いかに親世代の介護を支えるかという問題でもあ

る。2025年には団塊ジュニア世代（1971年〜1974

年生まれを指すことが多い）は50代となり，社会

において仕事や子育てに忙しい時期となる。仕事

においては重要な役職についていることも多く，

この世代が親の介護を担うことは，これまで以上

に社会におけるインパクトが大きくなることが懸

念される。

ここで近年の家族介護の変遷を概説しておきた

い。国民生活基礎調査のデータによれば，伝統的

な家制度の下で，直系家族における嫁が介護を

担っていた状況は大きく変わり，同居介護におい

ては，すでに2013年には，息子による介護，嫁に

よる介護，娘による介護割合はほとんど変わらな

い状況となっている［11］。別居の介護者を含ん

だ分布の変遷からは，すでに息子介護は嫁介護割

合を上回っており，家庭を支える女性が介護を

担っていた時代から，大きく変わってきているこ

とが明らかである（図1参照）［12］。このことは要

介護高齢者を支える世帯構造の変遷を見ても同様

に明らかである。介護保険導入以前の1989年に

は，要介護高齢者を支える世帯構造の半数

（50.8％）が三世代世帯であったのに対し，その後
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出所：国民生活基礎調査。

図1 要介護高齢者の主介護者の続柄（別居を含む）
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24年の間に三世代世帯割合は減少し，2013年には

20.4％となっている。これに対し大きく増加した

のが要介護高齢者の単独世帯（4.6％→23.0％），

夫婦のみ世帯（15.0％→21.9％），そして未婚の子

との同居世帯（7.5％→13.8％）であり［13］（図表

省略），介護保険導入当初に想定された家族介護

の形態から，大きく変わってきている。

このことが意味するのは，家事や仕事が分業さ

れ役割が明確であった三世代世帯における女性の

介護者が主流だった介護保険導入当初に比べて，

既婚親子間での同居が減り，別居の息子介護者が

増加したこと，配偶者のいる三世代世帯の子ども

による介護に代わって，同居の未婚子が介護を担

うようになっていることである。またこのこと

は，働く介護者の増加を示唆する。息子介護者お

よび未婚者の増加，そして女性の社会進出の状況

は，仕事に従事する介護者の増加を意味し，仕事

と介護の両立の問題はこれまで以上に課題となり

えよう。

また，要介護高齢者の単独世帯は増加傾向にあ

り，その介護形態も変わってきている。介護保険

導入当初は，要介護高齢者の単独世帯においては

身寄りのいないものがほとんどであった。1998年

における要介護高齢者世帯のうち単独世帯は

6.8％で，この要介護高齢者の単独世帯を母数に

した場合，親族のいるものは5.9％に過ぎなかっ

た。しかし，2016年には単独世帯は23.6％にまで

増加し，その内訳をみてみると親族のいる単独世

帯の要介護高齢者が54.2％にまで増加し，ケアが

必要になった後も単独での生活を継続し，親族介

護者が別居による介護を提供する状況が半数を超

えていることが見て取れる（図2参照）［14］。現在

のような高齢者の単独世帯の増加が続けば，今後

も別居による介護形態の増加が予測される。

これらの現状を鑑みると，介護保険導入後20年

を迎え，介護保険導入当初とは異なる家族介護の

状況が顕著になってきており，2025年問題という

社会にとっての迫りくる介護問題を目前に，改め

て，家族が介護を担うことによる介護の負担につ

いてその規定要因を整理することが必要になろ

う。2025年問題を乗り切る支援方策につなげるた

めにも，本稿では介護負担感の規定要因につい

て，先行研究を中心に整理を行い，これからの在

宅介護を支える示唆を得ることとした。

Ⅱ 介護負担感の定義

まず本稿で扱う言葉の定義を概説しつつ，家族

等介護者における介護負担の特徴について整理す

る。

Pearlin et al.［15］によれば，介護（caregiving）

とは，親族や友人等に対して，手助けや支援を提

供する行動そのもの及びその経験を指し，感情的

側面に重きが置かれるケアリング（caring）を包
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図2 要介護の独居高齢者における親族介護者の有無
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含するとされる。そこには，自分で担うことがで

きない誰かの生活を手段的，心理的に支えること

が含まれる。家族や友人らによる介護の提供は私

的介護／インフォーマルケア（informal care）であ

り，介護保険サービス等，専門職から提供される

フォーマルケア（formal care）と区別される。特

にインフォーマルケアは，配偶者間，あるいは親

子間といった特定の文脈において行われる行動で

あり，特定の文脈が故の負担が存在する。

インフォーマルケアが配偶者，あるいは親子と

いった，親しい関係間の文脈で行われる行動であ

ることは，介護の身体的・認知的依存度が上がる

ことによって，単に提供する支援や手助けが増加

するというだけでなく，これまで築いてきた家族

や友人らとの関係を，大きく構築しなおすことが

必要になることを意味する。それ故にインフォー

マルケアにおける介護の負担は複雑となる。例え

ば，それまで経済的に支えられ，人生におけるア

ドバイスを受け，生活を支えられる側であった子

が，支える側であった親の生活を手段的，心理的，

経済的に支える側になることであり，これは容易

なことではない。従来の関係が変わる状況を受け

入れ，相互の関係を再構築することが求められ

る。

また，本来の社会生活において，支援の提供が

一方向であることは稀であり，家族と言えど，互

恵関係の基に支援授受がなされるものであるが，

介護とは，親密な関係者間の文脈において，互恵

関係のバランスが従来のものから崩れることによ

り，手助けや支援を受ける側の心理的側面におい

て申し訳なさや罪悪感を，支援提供側が感じてし

まうといった状況を生じさせる。あるいは，互恵

関係を期待できない中での手助けや支援提供を続

けざるを得ない状況となる。加えて，多くの場

合，介護として定義されるのは，何らかの慢性的

あるいは進行性の障がいや機能低下を伴う生活へ

の支援や手助けであるため，負いうる支援や手助

けは段階的に増加することが想定され，このこと

によって介護者にとっての負担は先を想定できな

いものとなる。

まとめると，介護を担うことによる負担，特に

インフォーマルケアにおける負担とは，親密な関

係者間における文脈において生じ，文脈において

生じるがゆえにその負担は単なる身体的・経済的

負担にとどまらず，そして，その負担は段階的に

大きくなることが想定されるという特徴を持つ。

Zarit et al.［10］によれば，介護負担感とは，親

族に介護を提供する結果として，介護者自身の情

緒的・身体的健康や社会生活，経済状況において

負担を感じることと定義されており，介護の負担

は介護者の身体的・情緒的健康への影響にとどま

らない。社会生活や経済状況といった介護者の生

活全般に影響を与える。そのため，Montgomery

et al.，［16］は介護による負担を主観的・客観的な

測定が可能な二つの側面を測定することの重要性

を示しており，仕事への影響や家族間の不和，経

済状況や婚姻への影響といった要素が，介護負担

の客観的負担の一側面として評価されるように

なっている［17］。

これらを踏まえ，介護を担うことによって家族

介護者が受ける負の側面であるBurdenをここで

は「負担」とし，特に主観的，精神的に家族介護

者が感じる負担を「介護負担感」とここで定義し，

本稿では，この主観的な介護負担感への関連要因

について整理することとしたい。

Ⅲ 介護負担感の規定要因

Pearlinら［15］によれば，アルツハイマー型認

知症介護におけるストレスモデルは，大きく分け

て4つの側面からなる。一つ目は，家族介護者の

背景要因であり，家族介護者の社会的経済的状況

や介護経験，従来の家族関係や，利用できる公的

サービス等が含まれる。これに加えて，ストレス

要因，ストレス要因を緩和する要因，最後にスト

レス兆候やストレスの結果として生じる身体的・

精神的症状の4つに分けられ，介護負担感はここ

に含まれる。まずは，Pearlinらのストレスモデル

を中心に，介護負担感につながるストレッサーと

なりうる要介護高齢者の身体・認知機能要因につ

いて整理し，家族が介護者という役割を担うこと

で生じる役割負担，そして介護者の背景要因につ

社 会 保 障 研 究 Vol. 6 No. 136
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いて整理を行う。

1 ストレス要因

介護を担う上で，ストレス要因となりうるのは

要介護者の生活の依存度を規定する身体的，認知

的機能の低下である。身体的機能の依存度は，主

に要介護者が日常生活を行う上での基本的日常生

活動作（ADL），及び手段的日常生活動作（IADL）

の依存の程度で測定される［17-19］。洗顔や着替

え，食事，排せつ，屋内外の移動といった基本的

な生活動作であるADLに加えて，生活を維持する

上で求められる食事の準備や洗濯，買い物といっ

た家事，服薬管理や財産管理といった高次の生活

動作が含まれ，これらの生活動作のうちいくつ，

またどの程度，介護者に依存するかが負担感に関

連するとされる［20，21］。しかしながら，要介護

者の身体機能低下の多寡そのものが必ずしも介護

者のストレスや介護負担感と関係しているわけで

はない［22］。要介護者のADL／IADLの支援ニー

ズを介護者が満たす中で，介護者が直面する要介

護者からの抵抗や，ADL／IADL支援を提供する中

で予定した通りに支援や手助けを提供できない，

あるいは介護者自身が満足する支援や手助けをで

きないといった，要介護者の生活維持のための支

援ニーズを満たす中で生じる問題が介護者のスト

レスと関連するのである［15，23］。

一方，認知的機能の低下は，記憶障害や見当識

障害，言語障害や実行機能障害と言われるもの

で，記憶力の低下から始まり，他者との意志疎通

が難しくなることや，他者を正確に認識できなく

なること，今日の日付がわからなくなるといった

側面が含まれる。これらの認知機能低下は，高齢

者が生活する上での問題行動につながり，介護者

にとっては問題行動そのものに直面することや，

要介護者が問題行動を起こすために必要となる見

守り，問題行動への対処・対応が大きなストレス

要因となる。例えば，繰り返される質問や話を聞

くこと，食事をしたことを忘れて食事を要求した

り，散歩に出かけた目的や帰る道を忘れてしまっ

たり，帰る場所があると思い込んで徘徊すること

等である。また，要介護者が頻繁に泣いたり，気

分の上下が著しいことや，大きな声を出して周囲

の者を脅したりする様を介護者が見ること自体も

ストレス要因となる［6］。認知症状の有無によっ

て介護負担感を比較しても，認知症要介護高齢者

の家族における介護負担感は高く［9，24，25］，

要介護高齢者に認知症状があることは介護負担感

の最も確実な規定要因となっている。

要介護者の身体機能低下による生活動作の依存

度や，認知機能低下から派生する問題行動など

は，主に客観的指標によって測定することができ

る一方で，これらに対する手助けや支援を提供す

ることで，介護者が主観的に感じる過度の負担

や，親しい間柄である関係者という文脈の中だか

らこそ感じる，それまでの関係性の消失も重要な

ストレス要因の一因である［15］。例えば，家族等

介護者が，日常生活動作を十分に支援することが

できないと感じて，もっとうまくできると考える

ことや，とにかく多くの手助けや支援をしなけれ

ばならず疲れていると感じる過重負担があげられ

る。一方，親しい関係であった家族関係であるか

らこそ，要介護者の身体・認知機能の低下によっ

て，互いの信頼関係が消失してしまったと感じた

り，自分の（介護者の）知っている家族ではもは

やないと感じること，あるいは，自分のことをよ

く知っていてくれたはずの人がもういないと感じ

ることなどが含まれ，多くは要介護高齢者の認知

機能の低下によって生じる主観的側面であり，介

護負担感につながる見過ごせない一因である

［15］。

2 役割負担

一方，要介護者の身体機能や認知機能の低下，

および機能低下による日常生活動作の依存度から

くるストレス要因に加えて，家族の介護を担うこ

とで直面するさまざまな役割負担が介護負担感に

つながることが指摘される。

まず挙げられるのが，家族間におけるコンフリ

クトである［26］。例えば，要介護者に介護が必要

な状態であることをほかの家族が認めない，ある

いは介護方針に対する考え方の違い，要介護者の

在宅生活継続あるいは施設入所の必要性に対する

在宅介護における家族介護者の負担感規定要因 37
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考え方の違いなどから生じる家族間の不和や，要

介護者に対する接し方の違いが生む不和等がこれ

に含まれる。また，兄弟間や親族間における介護

分担のアンバランスさやアンバランスであること

に対する不服や不満，介護者が介護を担っている

状況に対してほかの親族が十分に感謝を示さない

ことに対する不満もこれに含まれる。反対に，

「こうするべきである」と，主に介護を担う主介護

者が，ほかの親族から必要でないアドバイスを受

けたり，介護の仕方に口を挟まれるといったこと

も，家族間コンフリクトとして負担感につながる

要因である。

さらに介護者の社会活動や社会生活といったそ

れまでの介護者が行っていた生活が，介護を担う

ことで制限されることは大きな負担である［27，

28］。それまで介護者が行ってきた社会活動や社

会生活が制限されることによって，本来QOLにつ

ながる活動が制限されるだけでなく，それらの社

会生活を通してやり取りされてきた自己啓発，自

己効力感の醸成，情緒的支援や情報支援授受が少

なくなることも，社会生活が制限されることがス

トレス要因になりうる大きな問題である。

社会生活における制限の最たるものが，仕事と

介護の葛藤である［29］。介護を担うことによっ

て仕事時間を短縮せざるを得ない，あるいは仕事

先を変更したり，休職や退職を選択せざるを得な

いことが報告されている［30，31］。実際，就業構

造基本調査からは，2016年10月から2017年9月ま

での1年間で「介護・看護のため」に前職を離職し

た者は9万9千人となっており，男性2万4千人，女

性7万5千人となっている［32］。これらのすべて

が無業となっているわけではなく，働きやすい環

境への転職などもここに含まれるが，大きな数字

であることに変わりはない。仕事があるがゆえ

に，介護から離れてレスパイトとなり息抜きにつ

ながったり，情報などのソーシャルサポートを得

る機会となったり，仕事を継続することで介護者

自身の成長や効力感につながるなどの機会となる

という報告がある一方で［33，34］，多くの場合，

仕事と介護を両立させるプレッシャーを感じてい

たり，仕事が気になって介護提供がままならい，

あるいは介護のことが気になって仕事に集中でき

ないなど，仕事と介護を継続する中での葛藤が報

告され［31］，介護者が仕事に従事することは負担

感の要因となっている［35］。これには介護者の

就業形態や雇用形態が大きく関連して，仕事と介

護の両者を担う際の葛藤につながっていることが

考えられる。実際に中谷らの調査では，常勤雇用

の方が負担感が低いなど，雇用形態が負担感に関

連することが報告されており［36］，仕事と介護の

両者を担う際の肯定的，否定的影響について，介

護者の世帯における就業の必要度も含めて検討す

ることがますます重要になってくると言えよう。

3 家族介護者の背景要因

介護ストレスのそもそもの要因である身体機能

や認知機能の低下，および介護を担うことで生じ

る役割負担に加えて，家族介護者自身の背景要因

もまた介護負担感に寄与する重要な要素である。

例えば，介護者の性別，年齢，続柄があげられ

る。女性介護者の方が，負担感が高いという報告

がある一方で［7，10，21］，女性の方が負担感が

低いという報告もあり［35］，必ずしも一貫してい

ない。また，負担感の中でも不安といった一要素

においてのみ性差があり，役割負担においては変

化がないと報告されている［37］。年齢について

も同様で，一般に介護者が高齢の方が負担感が大

きいとされるものの，介護負担感の要素によって

その影響は異なっている［37］。これには，性別，

年齢に加えて，介護者と要介護者間の続柄も関係

しており，介護者が配偶者である場合に負担感が

高い［8］とされる一方で，その影響の違いは人種

や世代要因といった要素が介護負担感への影響の

多寡に関連している可能性が考えられる。一方，

学歴が低いことは多くの場合介護負担感につなが

る要因である［21，35］。

介護者自身の健康も重要な関連要因である。介

護者が健康であることで，要介護者が必要とする

介護タスクを提供できること，あるいは介護者が

満足と考える介護内容を提供することが可能とな

り，負担感の軽減につながると考えられる。介護

者の健康が悪化することによって負担感が高くな

社 会 保 障 研 究 Vol. 6 No. 138
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ることが報告されているが［17，36］，介護者自身

の健康状態の変化と負担感との関連を検討したも

のは稀であり，今後はこのような健康状態の変化

との関連の検討が進むことが期待される。

経済的負担は大きな介護負担の一つである。

2016年の国民生活基礎調査では，同居の主な介護

者で悩みやストレスがあると回答した者の原因と

して，男女ともに2割の介護者が収入・家計・借金

など経済状態の悩みやストレスを挙げている

［38］。介護を担うことで本来の仕事が十分にでき

ずに収入が減少してしまうことや，介護にかかる

費用が増加することによって家計が苦しくなり，

負担となることがこの要因である。これによっ

て，介護者の経済状況がよくないことは介護負担

感の関連要因となっている。

また，後述する，介護負担感を低減させるソー

シャルサポートに関連するが，主介護者を支援す

る副介護者の存在は大きい［36］。世帯の中に，介

護を手段的に手伝う家族がいることは，主介護者

にとって心理的な負担感の軽減につながる重要な

要素である。直接的に手段的介護を担わなくと

も，主介護者が介護を提供することを効率的にす

る家庭内の家事を手伝うことや，病院の送り迎え

を手伝う等，要介護高齢者にとってのIADLの遂

行を直接的・間接的に支援する者がいることに

よって，家族介護者の負担感は軽減される。

4 家族介護者の精神的要因

自己効力感とは，Bandura［39］によれば，ある

状況において，必要な行動をうまく遂行できる

と，自己の経験に基づいて，自分の可能性を認知

していることとされる。家族介護の状況において

は，一般的熟達感の測定や，状況に特化した効力

感を測定しているものが，この介護場面における

自己効力感として測定されており，これらの自己

効力感は介護負担感および抑うつの低減に関連す

るとされる［20，40］。要介護高齢者の認知機能や

身体機能が低下し，依存度が上昇したとしても，

家族介護者自身の介護の経験を基に眼前の状況を

うまく遂行できると認識することができる，ある

いはそのような経験を重ねていくことが，負担感

の蓄積を低減できるためと考えられる。

また，このほかに介護負担感に関連する家族介

護者の精神的要因としては主観的健康［41］，

Well-being［42］，不安，また宗教的な適応スキル

を報告しているものもある［25］。

介護者の自身のスティグマと負担感との関連を

報告しているものもある［43］。統合失調症や双

極性障害の介護者において負担感とスティグマと

の関連が報告されるように，親族にアルツハイ

マー型認知症高齢者がいることを恥ずかしいと感

じることによる介護者自身のスティグマは，必要

なサービスへの利用控えにつながり，しいては介

護負担感に関連するとされる［43，44］。

Ⅳ 介護負担感を緩和する要因

介護負担感につながるストレス要因が報告され

る一方で，介護負担感を低減する要因には，ソー

シャルサポートの授受や介護者のコーピング，

サービスの利用，介護肯定感等があげられる［45，

46］。家族介護者にとって，周囲の者が介護を直

接的に支援する手段的サポートや，介護に関連し

た情報を提供する情報サポート，そして思いやり

や理解，悩みを聞くといった情緒的サポートを提

供することは，介護負担感の緩和につながるとて

も重要な要素となる［47，48］。その一方で，これ

らの支援が介護者の支援ニーズに見合わない場合

には，負担感の上昇につながることも報告されて

いる［35］。介護におけるソーシャルサポートは，

誰が，何を，どのタイミングで提供するかが重要

である。家族の中に要介護高齢者がいる場合に

は，手段的支援や経済的支援，情緒的支援などが

家族によって提供され，家族の中で最もケアを提

供するものが主介護者となってケアを担う。米国

ではこれらの介護が比較的兄弟間（家族間）で分

担されるのに対して，日本においては一人の介護

者に介護の負担が集中することが多く，家族との

コンフリクトの一因でもある「兄弟姉妹が，（自分

が）期待するほどに支援を提供してくれない」と

いう思いが，ほかの家族からのソーシャルサポー

トの効果を逓減してしまうこともある［49］。
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またサービスの利用は，家族介護者が介護サー

ビスを利用することができるという安心感を与え

［50］，実際にデイケアやデイサービスといった通

所介護の利用をすることで介護時間の減少につな

がり，介護者の負担感軽減につながることが報告

されている［51，52］。

一方，介護を担うことによって得られる喜びや

満足感が介護負担を緩和するとされる。Lawton

et al.は介護に対する認識には，介護負担感などの

否定的な側面に加えて，満足感などの肯定的な側

面があり，これらは互いに独立して存在するた

め，両者を評価することの重要性を報告している

［53］。介護を提供することによって，介護に対す

るやりがいや生きがいを感じ，介護を担うことで

満足感を感じることができれば，介護負担感の低

下につながり介護の継続希望につながるとされる

［46，54］。

Ⅴ これからの介護負担感

1 変わる測定方法が可能にする新たな介護負

担感研究の可能性

ここまで，これまでの先行研究を基に，介護負

担感の関連要因を整理した。家族の介護という役

割において，親しい間柄という文脈だからこそ生

じる葛藤に加えて，介護の影響は介護者自身の経

済面や，社会生活，精神的負担と多岐にわたり，

これらが介護者の主観的介護負担感に影響を与え

ていることを概説した。

しかしながら，これまでの介護負担感研究の限

界として，従来の横断調査による質問紙調査や，

2時点・3時点によって変化を計測する縦断調査に

おいては測定しきれない，日常生活における介護

の負担感を把握しきれていない点があげられる。

要介護高齢者の身体・認知機能の低下や他者へ

の依存度は，日によって変化する。高齢者本人の

認知機能の状況や，気分が日によって異なること

もその一因であり［23，55］，また利用するサービ

スが異なる等の理由によって，介護者が提供する

介護内容が異なることがその一因となる［56］。

しかしこれらの日常的な負担の多寡についての研

究は近年始まったばかりである。Zarit et al.，［52］

は通所サービスの利用が，サービス利用翌日の介

護者のストレス反応に影響することを報告してお

り，介護を提供することによるストレス反応が日

によって異なることを明らかにしている。また

Pihet et al. は毎日の介護負担感における変動を把

握することを目的に，タブレット端末を用いた調

査研究を行っており，要介護高齢者の認知症状に

関連した問題行動や介護者と要介護者との関係性

が，介護負担感の日常の変動を説明することを報

告している［57］。また，家族介護者を対象にした

日記調査の解析からも，家族介護者が，要介護高

齢者の身体・認知機能や情緒・心理状態の一様で

ない日ごとの変動に直面しており，それ故にその

日の要介護高齢者の状態を推測し，介護内容を変

えるといった対応をしていることが明らかとなっ

ている［58］。

近年，特に「Daily data」あるいは「Diary data」

と呼ばれる方法で，要介護高齢者と介護者の日常

生活をインタビュー調査や聞き取りによって把握

する研究が行われてきている。実際，2014年に報

告されたZarit et al.，の研究は電話による聞き取り

によって毎日の状況を把握したものである一方で

［52］，2017年に報告されたPihet et al.，の研究や

2018年に実施した我々の調査研究においては，調

査対象である家族介護者本人が，タブレット端末

を用いて日常の介護状況を入力しており［57，

58］，広く人々に使われるようになったスマート

フォンやタブレット端末，PCを利用することに

よって，介護の日常を簡便に記録する調査研究が

格段に導入しやすくなっている。家族への介護提

供は，介護者自身の生活に組み込まれており，要

介護高齢者の生活と介護者自身の生活とを切り離

すことができない生活の一部である。スマート

フォンやタブレット端末，あるいはウェアラブル

端末といった測定機器が広く浸透することで，要

介護高齢者の介護を担う家族の生活に組み込まれ

た「介護者」という役割が持つ肯定的・否定的な

影響をより簡便に測定することが可能になり，こ

れまで明らかになっていない日常のストレス要因

と日常の介護者の精神的変化との関連が今後明ら

社 会 保 障 研 究 Vol. 6 No. 140
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かになることが期待される。これによって，適切

なタイミングで家族介護者の身体的・精神的負担

の状況を把握するとともに，介護者個人に向けて

適切なタイミングでの支援介入への示唆が得られ

ることが期待される。また，従来のような過去1

か月間の状況を代表するような介護負担感尺度で

はなく，より日常の状況を測定することができる

ような負担感尺度などの開発も期待されよう。

2 変わる家族像による新たな介護負担の可能性

ケアが必要になっても地域での生活継続を望む

高齢者が一程割合いるという実態［59］に加えて，

2025年問題を目前に依然として施設介護よりも在

宅での介護が経済的にも人資源的にも推奨される

状況において，高齢者の在宅での生活をさまざま

な形で支える家族の存在は今後も変わらず重要と

なる。しかしながら，人口減少社会における家族

においては，介護者としての役割をこれまでと同

様に期待することは難しく，家族の負担が大きく

なることは不可避であると予想される。冒頭で概

説したように，我が国の家族介護の状況は，介護

保険を導入した当初と比較して大きく変わってき

ている。三世代世帯における介護は，家庭内での

役割が自然と分業され，家事や介護で高齢者を手

段的に支える者に加えて，仕事を担うことで高齢

者と介護者を経済的に支える者，情緒的に高齢者

と介護者を支える者など，要介護高齢者への直接

的，間接的な介護および支援が家庭内でなされて

いたのに対し，未婚の子が介護者である場合にお

いては，高齢者への手段的・経済的・情緒的介護・

支援が多重に，主介護者によって担われることは

稀ではない。このようなケースにおいて高齢者へ

の介護が優先された場合，介護者自身の経済的営

みや情緒的支援をどう確保するかといったことが

解決されなければ，従来以上に仕事と介護のコン

フリクト，介護者の婚姻を含めた社会生活と介護

とのコンフリクトが，負担感につながる要因とし

て顕在化することになるであろう。

また少子化の影響は，「多重介護」という一人の

介護者が複数の要介護高齢者の介護を担う状況を

加速させる。両親ともに介護が必要になり，娘介

護者，息子介護者が両親の介護を同時期に担う状

況や，自身の親（母親または父親）と配偶者の親

（義母または義父）を見るケース，また介護者自身

が高齢化している状況においては親の介護に加え

て配偶者の介護を担うケースも報告されている。

2010年のデータではあるが，65歳以上要介護高齢

者の家族介護者を対象とした調査研究において

は，多重介護と定義される2人以上の要介護高齢

者の介護を担う家族介護者が1割いることが明ら

かとなっている［49］。当然，多重介護を担う介護

者においては，経済的に困窮しているものが有意

に多く，介護負担感は有意に高くなっていること

が報告されている。

これらのように，人口減少社会において，女性

が社会で働くようになり，社会における介護や家

族の価値観といった社会的背景が変わることに

よって，家族による介護の担い方も多様になり，

介護者という役割を担う家族への身体的・精神

的・社会的影響が変わることは大いに考えられ

る。2025年問題を社会で乗り切るためにも，これ

からの家族介護者の多様な状況を鑑みた介護負担

感研究および支援策の検討が必要である。

最後に

本稿では，介護を担う家族の介護負担感を改め

て整理し，これからの在宅介護を支える家族の介

護負担感に関する研究および支援についての示唆

を得ることとした。家族介護者の存在は，要介護

高齢者の在宅生活を支え，施設入所を遅らせる重

要な要素であり，医療や介護を含む高齢者の生活

全般において，介護保険導入後も，依然として重

要な役割を担っている。しかしながら，介護を担

うことによって家族介護者の社会関係は縮小し，

Quality of Lifeの低下・主観的介護負担感の増加に

なれば，地域社会における継続的な介護の提供が

難しいだけでなく，介護者自身の身体的・精神的

健康の阻害，仕事や子育て，結婚生活を始めとし

た社会生活全般に支障が出る。2025年問題と言わ

れる高齢者介護の課題解決が急務となる中で，現

在の多用な家族介護者の状況を踏まえた介護負担
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0104_社会保障研究_【涌井】_SK-1.smd  Page 10 21/07/20 14:37  v4.00

感の規定要因を踏まえた支援策の検討は重要であ

り，本稿がその一助となれば幸いである。
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Factors Related to the Caregiving Burden of Informal Caregivers
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Abstract

The number of older people certified as requiring long-term care in Japan reached 6.8 million by the

close of 2020, and future increases are expected. The Comprehensive Survey of Living Conditions estimates

that 68% of these long-term care recipients have family members that shoulder the role of primary caregiver;

this totals some 4.68 million people. This suggests that family care is a major social issue in Japan. Even after

the introduction of the public long-term care insurance program in Japan, the family still has a critical role in

supporting an older family member’s life by delaying institutionalization. The year 2025 issue, will not only

affect baby boomers but their children as well, as conflicts arise between family care, work, and raising the

next generation. This paper reviewed factors associated with the caregiving burden and discussed future

research in this field.
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